
令和７年８月豪雨からの復旧・復興プランの概要

〇令和７年８月豪雨
 (R7.12.9時点）
・人 的 被害： 30名
・住 家 被害：8,481棟
・被害額：約1，872億円

〇令和２年７月豪雨
・人 的 被 害： 119名
・住 家 被害：7,414棟
・被害額：約5，222億円

〇平成２８年熊本地震
・人 的 被 害： 3,014名
・住 家 被害：198,655棟
・被害額：約3兆7，850億円

〇平成24年九州北部豪雨
（熊本広域大水害）
・人 的 被 害： ３６名
・住 家 被害：3，408棟
・被害額：約685億円

・九州北部地方で令和7年8月10日夜遅くから11日にかけて線状降水帯が繰り返し発生。

県内では、24時間降水量が多いところで400ミリを超える記録的な大雨となった。

・特に、8月10日から11日にかけて、熊本地方を中心に猛烈な雨や非常に激しい雨が降り、「記録的短時間大雨情報」が発表。

・11日未明から昼前にかけて県内5市2町（玉名市、長洲町、八代市、宇城市、氷川町、上天草市、天草市）に

大雨特別警報が発表された。

県内広範囲にわたって局所的に甚大な被害が発生

・複数の分野にわたる被害への対応に関する課題検証
・復旧に向けた様々な取組みに関する記録・継承
・生活や事業の再建に向けた様々な取組みを庁内各部局の連携のもと強力に推進

① 被災者の救済・生活支援

③ 社会・産業インフラの機能回復

１ 気 象 情 報 と 主 な 被 害 情 報

２ 復 旧 ・ 復 興 プ ラ ン の 理 念

３ 復 旧 ・ 復 興 プ ラ ン の 4 つ の 柱

「令和７年８月豪雨からの復旧・復興本部」を設置。復旧・復興プランの策定へ

復旧・復興を迅速かつ着実に進めるため、

急傾斜崩壊被害（美里町）

浸水被害を受けた苗（八代市）越水土砂流出被害（美里町）

浸水被災店舗（玉名市）

県内の１１市町（※）に災害救助法が適用

※災害救助法適用市町 
（適用日8月10日）

熊本市 八代市 玉名市
天草市 上天草市 宇城市
美里町 玉東町 長洲町
甲佐町 氷川町

② 産業復興支援

④ 防災・減災の取組み

「県民みんなが安心して笑顔になる」熊本の復旧・復興

過去の大規模災害との比較

道路崩壊（甲佐町） 法面崩壊（上天草市）

経済環境常任委員会報告資料①
令和７年１１月議会

人的被害：３０名 住家被害：8,481棟 被害額：約1，872億円

農 林 水 産 約861億円
公 共 土 木 約666億円
商 工 業 約283億円 等

４ 今後のスケジュール

・令和７年１２月１８日：第２回復旧・復興本部会議開催

・来年度の出水期前にプラン内容について進捗を確認



令和７年８月豪雨からの復旧・復興プランの主な内容（案）
項　　目 主　な　課　題 改　善　の　方　向　性 ３ 年 間　 の　主　な　取　組　み

1 生活の支援・住まいの確保
・被災者に対し丁寧な制度周知を行い、それぞれの意向に沿った生活・

住まいの再建支援を図る必要がある。

・住まいの再建支援策の実施、「地域支え合いセンター」による支援

体制構築等により、１日も早く被災前の生活を取り戻すための支援を

実施。

・住宅の応急修理制度の活用促進

・応急仮設住宅の供与
・応急仮設住宅の入居者や在宅被災者の生活・住まいの再建支援

・「地域支え合いセンター」の設置

2 医療・社会福祉施設等の復旧
・早期復旧に向けた迅速な補助手続が必要。

・被災した施設等の中には、垂直避難エレベーターや非常用自家発電が

未整備又は老朽化している施設がある。

・被災した全ての医療・社会福祉施設等の復旧が速やかに完了する

よう、実地調査の早期着手などの支援を実施。

・ 老朽化した設備の更新を促進し、耐災害性の向上を推進。

・医療・社会福祉施設等の早期復旧
・医療・社会福祉施設等の耐災害性向上の推進

3 災害廃棄物の早期適正処理
・近年大きな災害を経験していない市町村では処理体制構築等の対応

に係る負担が大きかった。

・平常時から、災害発生時を見据えた災害廃棄物の早期適正処理体

制の構築や、対応力の向上を推進。

・災害廃棄物の処理完了
・早期適正処理に係る連携体制の構築

・市町村の災害廃棄物に係る対応力の向上

4 農林畜水産業者等への支援
・被害状況の早期把握に加え、被災現場のニーズに応じた短期、中長期

的な支援策が必要。

・被災農林漁業者が安定して事業継続できるような支援が必要。

・被災農林漁業者が速やかに事業再開ができるよう、ニーズに合った

支援を実施。

・災害に強い産地づくりに向けた、中長期的な支援の継続。

・緊急的に実施すべき生産現場における課題解決

・いぐさ専用機械の修繕支援と再生産計画の策定

・被災苗木生産施設や製材所等の復旧による林業者等の事業継続支援

・あさり保護区等の復旧による漁場環境の改善

・農林漁業者向け金融支援策等による事業継続支援

5 被災中小企業者等の

                事業再建に向けた支援

・過去の大規模災害、新型コロナウイルス感染症に今回の災害が加わ

り、さらに物価高騰や大幅な賃上げ等の影響もあり、県内中小企業者の

経営環境は極めて厳しい状況。

・再建を目指す全ての事業者が復旧を完了する。

・被災中小企業者等の資金繰り支援

・被災中小企業者等の施設・設備の復旧支援
・被災中小企業者等の販路の維持・確保支援

6 道路の復旧
・県内各地で発生した多数の被災箇所への対応や再度被災させない復

旧、災害時の人流・物流における代替路の確保が必要。

・順次災害復旧工事に着手し、再度災害防止の観点を踏まえた、必要

な箇所を改良復旧。

・災害時の人流・物流における幹線道路ネットワークの強靱化。

・道路施設の早期復旧
・高規格道路ネットワークの整備促進

7 河川・砂防施設の復旧
・県内各地で発生した多数の被災箇所への対応。

・今後の出水により、同様の災害が再び発生する恐れがあり、再度災害

防止の取組みが重要。

・河川・砂防施設の早期の機能の回復。

・再度災害防止の観点を踏まえ、必要な箇所については改良復旧や

再度災害防止のための施設整備を実施。

・河川・砂防施設の早期復旧
・再度災害防止のための砂防施設や河川の整備

8 農地・農業用施設の復旧

・本復旧まで時間を要する箇所における排水機能の暫定確保など、二次

被害防止策の強化が急務。

・中長期的には、営農継続に向けた早期の復旧・復興と再度災害防止に

向けた整備が必要。

・被災農業用排水機場については、湛水被害を防ぐため応急ポンプを

設置し、強制排水体制を整備。

・市町村による査定設計書の作成等の技術的支援を通じて、復旧工

事の早期着手を促進。

・県営農地等災害復旧事業の実施
・団体営農地等災害復旧事業の支援

9 林道施設の復旧

・林道災害復旧事業においては、林道に至る市町村道等の復旧工事が

先行する必要があるため、全災害箇所の復旧完了までに長期間を要す

る。

・林業活動再開に向けたアクセス確保と、復旧事業の工程調整が必要。

・林道災害復旧事業の円滑な推進に向け、事業主体（市町村）が他所

管の災害復旧事業と調整を図れるよう支援を行い、復旧工事の着実

な進捗を促進。

・林道災害復旧事業の実施

10 山地災害地の復旧
・熊本地震や令和2年7月豪雨の復旧事業では、工事の不調不落が多く

発生しており、今回の復旧においても同様の事象が生じる懸念がある。

・現場の状況に即した設計・積算に努めるとともに、建設業協会等との

意見交換を通じて施工体制の確保を図り、復旧事業の計画的な整備

を推進。

・災害関連緊急治山事業の実施
・治山激甚災害対策特別緊急事業等の実施
・単県治山事業（県営）の実施

11 漁港漁場施設の復旧
・漂流物対策フェンスの倒状、流失により、アサリ、ノリ漁場へ流木等が

流入し、漁業活動に支障を及ぼす可能性が高いため、早急なフェンスの

再設置が必要。

・漂流物対策フェンスの再設置を進めることで、漁場環境の保全と漁

業活動の安定化を図る。
・漂流物対策フェンスの再設置による漁場保全機能回復

12 教育施設の復旧 ・被災した学校施設等の早期復旧が必要。
・早期に被災した学校施設等の復旧工事等に着手する。

・被災した学校からのニーズを的確に把握し、早期復旧を行う。

・学校施設の復旧

・県立天草青年の家の災害復旧
・私立学校施設等の災害復旧及び再度災害防止への支援

13 文化財等の復旧 ・国・県指定文化財の復旧を行う市町村等の負担が大きい。
・国・県指定文化財の着実な復旧のため、市町村の計画策定等を支

援。

・市町村の状況を踏まえた必要な支援の実施
・文化財レスキューの実施

14 自然公園施設の復旧
・被災施設の復旧にあたっては、景観保全や文化的価値の保全に特段

の配慮が必要。

・景観資源や文化財としての価値を維持しつつ、災害に強い施設復旧

を実施。

・雲仙天草国立公園内施設の復旧
・矢部周辺県立自然公園内施設の復旧

15 肥薩おれんじ鉄道の復旧 ・肥薩おれんじ鉄道の残された復旧工事の早期完了が必要。 ・復旧工事の早期完了に取り組む。 ・被災鉄道の早期復旧

16 被災地警察施設の復旧
・警察活動拠点となる上天草警察署松島交番が復旧工事の期間、使用

不可能であるため、早期復旧が必要。

・治安維持に間隙を生じさせることがないよう移動交番車を配備し、交

番機能を維持。

・被害の大きかった地区へ防犯パトロールを強化。
・上天草警察署松島交番の復旧工事

17 国土強靱化地域計画に
                     基づく施策の推進

・自然災害の頻発化・激甚化に加え、局所的かつ突発的に発生するな

ど、災害の形態に変化がみられており、更なる国土強靱化の取組みが

必要。

・今回の水害の経験も踏まえて、「熊本県国土強靱化地域計画」を改

定し、本県における国土強靱化の取組みをこれまで以上に強力に推

進。

・熊本県国土強靱化地域計画の改定
・地域計画に基づく各種施策の推進

18 浸水対策
（内水氾濫対策含む）の推進

・近年の激甚化する災害に対して、ハード整備だけでは対応が困難であ

り、中長期の時間を要するため、ソフトを含めた総合対策の検討が必

要。

「令和７年８月大雨による浸水被害に関する検討会」で県、市町村な

どで検討した結果を踏まえ、浸水対策に取り組む。また、市町村が取

り組む内水氾濫対策を支援。

・河川整備や河川掘削等、ハード対策の実施

・農地の浸水対策の推進　　・流出抑制対策

・市町村への支援　　　　　  ・早期避難につながるソフト対策の実施

19 ボランティア確保対策強化 ・発災当初において、必要人員の早期確保が必要。

・ボランティアの要請が多い初動期に可能な限り多くのボランティアに

参加してもらえるよう、平時におけるボランティアの事前登録制度の充

実を図る。

・事前登録制度の整備　　・事前登録制度の周知、登録拡大

・災害ボランティアセンター早期設置に向けた取組
・ボランティアセンター間の調整に資する取組

20 初動対応の検証
・避難所開設判断のばらつき。

・情報収集ツールの多様化への対応。

・LO（情報連絡員）の役割・任務の理解不足。

・線状降水帯発生予測情報を受けた対応ルールの策定検討。

・スマホ・SNSなどツールの多様化に合わせた平時からの情報伝達強

化の検討。

・災害対応経験者派遣制度（仮称）の検討。

・線状降水帯発生予測情報対応ルール策定
・ツールの多様化に合わせた情報伝達強化

・災害対応経験者派遣制度（仮称）構築

１　被災者の
救済・生活支援

２　産業復興
支援

３　社会・産業
インフラの
機能回復

４　防災・減災の
取組み



環境立県くまもとの実現 循環、共生を包含したゼロカーボンをベースとし、環境、経済、社会の統合的向上が図られるとともに、
環境リスク・気候危機等のリスクにも備えた持続可能な社会（第四次熊本県環境基本指針における目指すべき姿）

第七次熊本県環境基本計画（素案）について

第１編 計画の基本的事項

〇根拠法令：熊本県環境基本条例第６条
〇計画期間：令和８年度（2026年度）～令和12年度（2030年度）（第四次熊本県環境基本指針（R３～12）に基づく後期計画）

（１）国内外の主な動き

（２）前計画の成果と今後の課題

第３編 重点テーマ【新規設定】

地下水の「量」と「質」の保全を両輪とした取組みについて整理します。

テーマ名：くまもとの豊かな地下水を未来へ守り、育て、生かす
～地下水に支えられた経済発展と地下水保全の両立～

第４編 分野別計画

★ 自然環境の保全の推進、野生生物の保護・管理及び生物多様性の保全に係る取組みを進め
てきた。令和5年3月策定の「生物多様性くまもと戦略2030」の内容を踏まえて継続的に取
り組む。

（１）森林、草原、水辺等の自然環境の保全 （２）生物多様性の保全に係る対策の推進

第３章 熊本の恵みを未来につなぐ自然共生社会の実現

★ あらゆる世代を対象に環境教育・環境学習を推進するため、地域との連携や学習内容の充実、
取組状況の情報発信などに取り組んできたが、積極的な環境保全行動を促進するためには、継
続した取組みが必要。

（１）未来を支える人づくり （２）豊かなくまもとを守り育てる地域づくり

第６章 環境立県くまもと型未来教育

★ 持続可能な環境の創造に向けた仕組みづくりを進めてきてたが、本県の豊かな自然環境を活
かした各種取組みは見られるものの、行政だけでなく事業者や県民が自律的に地域の課題解決
に取り組むことができる仕組みづくりが必要。

■ 持続可能な社会の実現に向けた「地域循環共生圏」の構築に向けた仕組みづくりや関連する
施策を整理。

（１）「地域循環共生圏」の構築の推進 （２）環境アセスメントの推進

（３）試験研究機関における取組み                          （４）研究情報等のネットワーク化

（５）国際協力の推進

【新規】

第７章 持続可能な環境の創造に向けた仕組みづくり

★ 本県の貴重な資源である地下水を次世代に引き継ぐための適正利用・水質保全の取組み、大
気、土壌、騒音等の環境基準の達成に向けて取り組んできた。近年の半導体関連企業が受ける影
響への対策強化が必要。

■ 半導体関連企業の進出による地下水に関する環境問題への取組み内容を拡充。
（１）水環境に係る対策の推進
・ 健全な水循環の確保（地下水の影響シミュレーション、阿蘇地域の涵養の取組み等）
・ 水質の保全策の強化（硝酸性窒素対策、PFOS・PFOAの水質調査、環境モニタリング実施等）

（２）大気環境に係る対策の推進 （３）オゾン層の保護対策の推進
（４）騒音、振動、悪臭、光害などの対策の推進 （５）土壌汚染対策の推進
（６）化学物質・放射性物質の環境リスクの評価・管理  （７）水銀フリー社会の実現に向けた取組み
（８）緑と水のある生活空間の保全・ 創造 （９）良好な景観及び文化財の保全・創造

第４章 安全で快適な生活環境の確保

【拡充】

★ 気候変動の影響へ適応するための７分野の取組み、大規模災害への備え及び球磨川流域にお

ける「緑の流域治水」の推進に取り組んできたが、気候変動のリスクは高くなると予測されて

おり、引き続き継続した取組みが必要。

（１）気候変動の影響への適応策の推進 （２）大規模災害への備え

（３）球磨川流域における「緑の流域治水」の更なる推進

第５章 リスクに備えた社会づくりと球磨川流域における「緑の流域治水」の
更なる推進

★ 県内の温室効果ガス排出量は令和４年度で24.5%削減。家庭部門、産業部門、業務部門では取組みが進

んでいるものの、運輸部門での温室効果ガス排出量が増加しているため、対策の強化が必要。

県庁の事務事業における温室効果ガス排出量は令和５年度で29.6％削減。令和12年度60％の目標達成

には取組強化が必要。

■ 現行計画からの目標（2050年温室効果ガス排出実質ゼロ）は継続。運輸部門の施策を強化。

国の計画と協調しつつ更なる取組みの推進を図る。県の事務事業における温室効果ガス排出

削減を進めるため、具体的な取組みや取組みごとの目標を拡充。

（１）地球温暖化対策の推進【区域施策編】

①地球温暖化対策の現状

➁2050年ゼロカーボンに向けたロードマップと目標等

③温室効果ガス排出削減に向けた部門別取組み

（家庭部門、産業部門及び業務部門、運輸部門、廃棄物部門）

④温室効果ガス排出削減及び吸収等に向けた横断的な取組み

（２）県の事務・事業における温室効果ガス排出削減の推進【事務事業編】

・個別の取組みの目標を項目化して内容を拡充

①これまでの取組み ②対象となる事務・事業

③県の事務・事業における温室効果ガスの排出状況 ④温室効果ガスの排出量削減目標

⑤目標達成に向けた取組み

（太陽光発電設備の最大限の導入、LED照明の導入、公用車の電動化、県有施設の建築物の

省エネ・ZEB化、再エネ電力調達の推進、その他(庁内DXの推進（ペーパーレス化）等）

第１章 ゼロカーボン社会・くまもとの推進

【拡充】

★ 循環型社会の形成に向けて廃棄物の排出抑制や３Rの促進等を進めてきたが、これからは従
来の延長線上の取組みではなく、効率的・循環的に資源を有効活用する新たな経済システムで
ある「サーキュラーエコノミー」への移行に向けた施策への転換が必要。

■ サーキュラーエコノミー（循環経済）の推進に向けた基盤づくりについて新規に記載。
（１）サーキュラーエコノミー（循環経済）の推進
・ 各種段階におけるサーキュラーエコノミーへの移行に向けた方向性を記載

（２）適切な廃棄物の処理等の推進

第２章 サーキュラーエコノミー（循環経済）への移行の実現

【新規】

【拡充】

★前計画の成果と課題 ■前計画からの変更点

令和７年（2025年）12月15日
環境立県推進課

第２編 環境を取り巻く状況

経済環境常任委員会報告資料②



 

令和７年（２０２５年）１２月１５日 

循環社会推進課 

 

第６期熊本県廃棄物処理計画の策定について 

 

１ 計画策定の経緯 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）の規定により、国が定め

る基本方針に即して、県内における廃棄物の減量その他その適正な処理に関する

計画（廃棄物処理計画）を定めることとされている。 

 現在の第５期廃棄物処理計画は、令和３年度から令和７年度までの５年間を計

画期間としており、令和８年度から令和１２年度までの５年間を計画期間とする

第６期廃棄物処理計画を策定する必要がある。 

 

２ 第６期策定のポイント 

 ○ 改定された国の循環型社会形成推進基本計画やくまもと新時代共創総合戦略

に基づき、本県のサーキュラーエコノミー（循環経済）への移行に向けた方向

性や取組みについて盛り込む。 

 ○ 環境省から各都道府県に策定が求められている一般廃棄物処理施設の「長期

広域化・集約化計画」について計画に盛り込む。 

 

３ 検討経過及び今後のスケジュール 

時期 内容 

令和７年３月 熊本県環境審議会に諮問 

    ４月 熊本県廃棄物処理計画検討委員会の設置 

    ７月～１２月 熊本県廃棄物処理計画検討委員会での検討（３回開催） 

    １２月 常任委員会で検討状況報告 

県政パブリック・コメント実施 

令和８年１月 熊本県環境審議会から答申 

    ２月 常任委員会で計画（案）報告 

    ３月 第６期熊本県廃棄物処理計画の公表 

 

４ 計画の概要 

  別紙のとおり 

経済環境常任委員会 報告資料③ 



1

○廃棄物処理法の規定により、国の基本方針に即して定める計画

○計画期間：令和８～１２年度（５年間）

１ 計画の基本的事項

○本県のサーキュラーエコノミー（循環経済）への移行に向けた方向
性や取組みを反映

○一般廃棄物処理施設の「長期広域化・集約化計画」について追加

【サーキュラーエコノミー（循環経済）について】

循 環 社 会

大量消費・大量廃棄型の経済から、資源投入量・消費量を抑え、持続可

能な形で資源を効率的・循環的に利用する新たな経済システム（循環型

経済）を目指すもの

⇒作ったものを使い続けて、できるだけ捨てないようにして、捨てられ

るものもいろんな方法で生まれ変わらせて、ぐるぐる回す仕組み

環境省「第五次循環型社会形成推進基本計画～循環経済を国家戦略に～概要」から抜粋

２ 計画改定のポイント

第６期熊本県廃棄物処理計画（令和８年度～１２年度）案の概要

循環社会推進課

一般廃棄物

（令和５年度実績）

○1人1日あたりの排出量：822g（過去10年で最も少ない）

○再生利用率：17.7%（近年横ばいの状況継続）

⇒要因として焼却率（79.6%）が高いことが影響

（その他課題）

○リチウムイオン電池使用製品の混入に伴う、出火や火災が多発

３ 本県の現状と課題

産業廃棄物

（令和５年度実績）

○産業廃棄物排出量：約746万ｔ（H30年度比：3万ｔ増加）

○再生利用率：約53%（H30年度比：±0%）

⇒再生利用率は定着しつつある

（その他課題）

○今後、固定価格買取制度（ＦＩＴ）の買取期間終了に伴い、太

陽光パネル等が大量排出されることが予想される

サーキュラーエコノミーへの移行

○事業者の環境配慮設計（※）に関する意識が低い状況

（※）修理のしやすさ、再生材の利用のしやすさなどを考慮した設計

○シェアリングサービス等について利用可能な環境が限定的

○県民のサーキュラーエコノミーに資する意識が低い状況

○県内の豊富なバイオマス資源や循環資源を積極的に活用してい

く必要あり

４ 目標値

○一般廃棄物の再生利用を促進するため、再生利用率を26%（R5年比＋

8.2%）として設定（国目標値：26％と同様）

○産業廃棄物は排出量増加が見込まれるが、再生利用率を53.2％（R5年

度±0%）と横置きする（国目標値の考え方：R4年度比±0%と同様）

一般廃棄物
R5年度
(実績)

R12年度(目
標)

排出量 520千トン 473千トン

1日1人あたり
排出量

822グラム 749グラム

再生利用率 17.8％ 26％

最終処分量 45千トン 43千トン

産業廃棄物
R5年度
(実績)

R12年度
(目標)

排出量 7,460千トン 7,661千トン

再生利用率 53.2％ 53.2％

最終処分量 107千トン 96千トン

CE(※1)
移行

R5年度
(実績)

R12年度
(目標)

資源生産性
(※2）

38万円/トン
約60万円/ト

ン

CE認知度 2.4% 90%

※1：サーキュラーエコノミー（Circular Economy）の略称
※2：より少ない天然資源でどれだけ大きな豊かさを生み出して

いるかを総合的に表す指標(県内総生産/天然資源投入量）

５ サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組みの方向性

一般廃棄物

①一般廃棄物の排出抑制・再使用・再利用・熱回収の推進

・市町村が行う資源化促進のための分別回収等の取組みを支援

②一般廃棄物の適正処理

・リチウムイオン電池使用製品混入の危険性周知及び回収体制の構

築等を支援し、国に対しても必要な措置について要望実施

産業廃棄物

①産業廃棄物の排出抑制・再使用・再利用・熱回収の推進

・事業者に廃棄物の排出抑制手法等の情報を積極的に提供し、県内

優良事例の横展開を図る

②産業廃棄物の適正処理

・太陽光パネル等の廃棄物については、県内の適正なリユース及び

リサイクル体制等の構築を促進する

サーキュラーエコノミーへの移行

①事業者支援

・環境配慮設計の研究支援、環境配慮設計を認証・PRする

・シェアリング等を行う新たなビジネスモデルの支援

②事業者支援以外の取組

・サーキュラーエコノミーに資する取組みについて、効果的に情報

発信し、県民の積極的な取組みを促す

・研究機関や地域金融機関と連携し、地域の循環資源等の活用に資

するような知見を事業者に提供する

６ 個別計画改定の方向性

熊本県バイオマス活用推進計画

○食品廃棄物の利用率は28％で他の品目と比較し利用率が低い状況

  市町村が行う資源ごみの分別収集等の取組み支援を強化

○県内の豊富なバイオマス資源の更なる循環利用を進める

熊本県災害廃棄物処理計画

○国の推計方法見直しに伴い、本県の災害廃棄物発生推計量を改定

○令和７年８月豪雨対応を踏まえ、反省点・改善点等を追記

熊本県一般廃棄物処理長期広域化・集約化計画

○県内のごみ処理体制に係るブロック区割りをコスト比較し、最も

低コストである案をブロック区割り(５ブロック)として設定
①有明・荒尾・熊本市・山鹿ブロック、②菊地・阿蘇ブロック、
③上益城・宇城・八代・水俣ブロック、④人吉球磨ブロック、 ⑤天草ブロック

○当面は現時点で計画している施設整備計画に沿う形で策定

  ブロック毎の個別事情（施設の稼働年度、運用計画等）を勘案し

ながら５年毎の見直しの際に各市町村等の意見を反映させていく

経済環境常任委員会 報告資料③



廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃物処理法）第５条の５

廃棄物処理計画には、当該都道府県の区域内における廃棄物の減量その他その適正な処理に関し、次に掲げる事項を定めるものとする。

①廃棄物の発生量及び処理量の見込み、②廃棄物の減量その他その適正な処理に関する基本的事項、③一般廃棄物の適正な処理を確保するために必要な体制に関する事項、
④産業廃棄物の処理施設の整備に関する事項、⑤非常災害時における前三号に掲げる事項に関する施策を実施するために必要な事項

廃棄物処理計画策定根拠

【参考資料】

一般廃棄物・産業廃棄物の排出・再生利用の状況

一

般

廃

棄

物

①排出状況 ②再生利用状況

総排出量及び１人１日あたりの排出量は、近年の減少率を継続できれば目標値を
達成する見込みあり。

目標値28％（R7）に対し、R5実績が17.7％と、目標達成は難しい状況。

R1 R2 R3 R4 R5
目標
（R7）

＜参考＞
推計値（R7）

18.9% 20.8% 18.7% 18.1% 17.7% 28.0% 20.3%

実績（一般廃棄物処理事業実態調査）

年度

再生利用率

第５期計画

≪産業廃棄物≫

①排出状況 ②再生利用状況

目標値7,660千トン（R7）に対し、R5実績が7,460千トンと、200千トン少なく、目
標は達成する見込み。 再生利用率が横ばいで推移している状況を踏まえれば、目標達成は難しい状況。

年度 H16 H20 H25 H30 R5
目標
（R7）

＜参考＞
推計値（R7）

排出量
(単位：千トン）

7,348 7,140 7,114 7,430 7,460 7,660 7,660

実績（産業廃棄物実態調査） 第５期計画

R1 R2 R3 R4 R5
目標
（R7）

＜参考＞
推計値（R7）

568 559 545 536 520 506 534

876 871 855 845 822 811 856

実績（一般廃棄物処理事業実態調査） 第５期計画

年度

ごみ総排出量
(単位：千トン）

　　１人１日当たり排出量（全体）
（単位：g/人・日）

2

産

業

廃

棄

物

バイオマスの利用目標及び達成状況

R7.8豪雨対応を踏まえ追加した内容

①災害廃棄物仮置場関連

・仮置場候補地を平時において組織的に意思決定する

・仮置場内の管理運営業務については業務委託を検討する

・行政の管理が行き届く範囲で仮置場を開設する

②平時の備え関連

・市町村は災害廃棄物処理計画を定期的に点検・見直しを行う

・県は市町村の技術的支援（災害廃棄物処理計画の見直し支援等）を行う

一般廃棄物処理長期広域化・集約化計画ブロック割

○廃棄物系バイオマスの利用率は目標値95％（R7）に対し、R5実績が94％。一方、未利用
系バイオマスの利用率は目標値95％（R7）に対し、実績が100％となっている。

○廃棄物系バイオマスのうち食品廃棄物の利用率が低い状況にある。

※現時点で想定する２０５０年度のブロック区割りであり、各市町村等の個別事情（施設
の稼働年度、運用計画等）を勘案しながら５年毎に計画の見直しを柔軟に行う。

平成30年度
【利用率】

令和5年度
【利用率】

令和7年度
【前計画目標】

94% 94% 95%

93% 100% 95%

家畜排せつ物 98% 97% 98%

食品廃棄物 28% 28% 40%

下水汚泥等 99% 95% 100%

黒液 100% 100% 100%

木質系廃材 89% 90% 95%

林地残材 89% 100% 90%

農作物残さ 100% 100% 100%

廃棄物系バイオマス

未利用系バイオマス

主
な
バ
イ
オ
マ
ス
の
種
類

廃
棄
物
系

未
利
用
系

種類

年度 H16 H20 H25 H30 R5
目標
（R7）

＜参考＞
推計値（R7）

3,480 3,726 3,708 3,952 3,966 - 4,148

(47%) (52%) (52%) (53%) (53%) (55.4%) (54%)

上段：再生利用量（単位：千トン）、下段：再生利用率

実績（産業廃棄物実態調査） 第５期計画

再生利用

長洲町

m

苓北町

天草市

球磨村

水俣市

津
奈
木
町

上天草市

芦北町

あさぎり町

錦町

人吉市

水上村

五木村

湯
前
町

多良木町

相
良
村

山江村

八代市

宇土市

氷川町

宇城市

合志市
菊陽町

玉名市

荒尾市

南関町

和
水
町 山鹿市

菊池市

大津町

西原村

益
城
町

御船町

阿蘇市

南小国町

産
山
村

小国町

高森町

南阿蘇村

山都町

美里町

甲佐町

嘉島町

玉東町

熊本市

有明・荒尾・熊本市・

山鹿ブロック

菊池・阿蘇ブロック
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経済環境常任委員会 報告資料③



  

第５次熊本県消費者施策の推進に関する基本計画の策定について 

令和７年１２月１５日 

消費生活課 

 

１ 計画策定の趣旨  

○ 消費者の利益の擁護と増進を図り、県民の消費生活の安定及び向上を目的と

する「熊本県消費生活条例」に基づき、消費者施策の計画的な推進を図るた

め、「熊本県消費者施策の推進に関する基本計画」を策定。 

〇 計画期間は、令和８年度（2026年度）～１２年度（2030年度）（５年間） 

 

２ 第５次計画の概要  

〇 第４次計画では、５つの重点施策（※）に基づき各種事業を展開。消費生活

相談体制整備をはじめとした各種取組を着実に推進。 

※①消費者被害の未然防止と早期救済の推進、②持続可能な社会に向けた取組の推進、

③消費生活に関連する多様な課題への対応、④消費者教育の推進、 

⑤消費者行政を推進するための体制整備 

〇 近年、デジタル化の急速な進展、高齢化の進行、成年年齢の引下げなど消費

者を取り巻く環境は大きく変化し、消費者トラブルも複雑・多様化。 

〇 第４次計画の取組実績及び成果、消費者を取り巻く環境の変化を踏まえ、第 

５次計画では、４つの基本的方向性を定め、各種取組を実施。 

 【基本的方向性１】消費者被害の未然防止と早期救済の推進 

   ・消費者被害の未然防止と早期救済の推進のため、県及び市町村の消費生活

相談体制の整備や高齢者等の地域の見守り活動を推進 

  【基本的方向性２】消費生活の安全・安心の確保 

   ・消費者の安全・安心確保のための法令に基づく検査・指導、取引適正化の 

ための法執行、災害時等の注意喚起や情報提供を実施 

  【基本的方向性３】消費者教育の推進 

   ・関係団体等と連携し、学校、地域、職域等の様々な場を活用し、ライフス 

テージに応じた消費者教育を推進 

 【基本的方向性４】消費者行政を推進するための連携体制の強化 

   ・基本的方向性１～３に基づく施策を推進するための関係機関との連携体制 

を強化 

 

３ 今後のスケジュール  

令和７年１２月１５日  県議会（常任委員会）へ計画案を報告 

      １２月 中旬  パブリックコメント実施（～１月中旬頃） 

令和８年  ２月 中旬  県議会（常任委員会）へ計画策定を報告 

３月 下旬  第５次熊本県消費者基本計画策定 

経済環境常任委員会報告資料④ 



 

 

 

第１章 消費者基本計画について                                    
 
１ 第５次消費者基本計画策定の趣旨 

〇 県では、消費者の利益の擁護と増進を図り、県民の消費生活の安定及び向上を目的とする「熊本

県消費生活条例」に基づき、消費者施策の計画的な推進を図るため、「熊本県消費者施策の推進に

関する基本計画」を策定。 

２ 計画の位置づけ 

 〇 本計画は、条例第10条に基づく「熊本県消費者基本計画」であると同時に、消費者教育を総合的 

に推進するため、「消費者教育の推進に関する法律」第10条第１項に基づく「熊本県消費者教育 

推進計画」として策定。 

３ 計画期間 

〇 令和８年度（2026年度）～１２年度（2030年度）（５年間） 

第２章 第４次消費者基本計画の取組実績及び成果等                       

１ 第４次消費者基本計画の概要 

〇 消費生活の安定と向上を目的に各種施策・事業を展開するために、５つの重点施策を設定。 

１.消費者被害の未然防止と早期救済の推進 ２.持続可能な社会に向けた取組の推進 

３.消費生活に関連する多様な課題への対応 ４.消費者教育の推進 

５.消費者行政を推進するための体制整備 

２ 第４次計画の取組実績及び成果等 

 〇 ５つの重点施策に基づき各種事業を展開。消費生活相談体制整備をはじめとした各種取組を着実 

に推進。 

 〇 設定したKPI（概ね５か年で到達すべき目標）のうち「消費者安全確保地域協議会の設置市町村

の県内人口カバー率」や「消費生活相談員の資格保有率」などは目標を達成。一方、「消費生活相

談員の研修参加率」や「出前講座実施数」などが目標未達成。 

第３章 消費者行政をめぐる現状と課題                            

１ 消費生活相談の現状 

 〇 県及び市町村の消費生活相談窓口に寄せられている相談件数は、近年、16,000件を超えて推移。 

 〇 相談内容としては、インターネット通信販売や副業や投資に関するトラブルが多く寄せられてお 

り、60歳代以上が43.4％と高齢者の割合が多い傾向にある。 

２ 消費者行政を取り巻く環境の変化 

 〇 デジタル化の急速な進展、高齢化の進行、成年年齢の引下げなどにより消費者を取り巻く環境は

大きく変化し、消費者トラブルも複雑・多様化。 

第４次消費者基本計画の総括                                           

・第４次消費者基本計画では、消費生活相談体制の整備とともに、消費者被害の未然防止と早期救済の

推進、持続可能な社会に向けた取組の推進、消費者教育の推進等を重点施策として着実に推進。新型

コロナウイルス感染症や令和２年７月豪雨災害など緊急時の消費者被害の防止・救済に対応した。 

・近年、消費者を取り巻く環境は大きく変化し、消費者トラブルも複雑・多様化。今後の消費者のぜい

弱性の高まりに対応するため、消費者被害の未然防止と早期救済、消費者の安全・安心の確保、消費

者教育に取り組んで行く必要がある。 

・第５次消費者基本計画では、第２章の「第４次消費者基本計画の取組実績及び成果等」及び第３章の

「消費者行政をめぐる現状と課題」を踏まえ、４つの基本的方向性を定め、それぞれの施策毎に必要

な取組を推進。 

第４章 第５次消費者基本計画の推進                                      
 

基本的方向性 主な施策 

１ 消費者被害の未然防止と早期救済 

の推進 

消費者被害の未然防止と早期救済の推進

のため、県及び市町村の消費生活相談体

制の整備や高齢者等の地域の見守り活動

を推進 

 

〇県消費生活センターの専門的・広域的な機能の充実・強化 

〇市町村の相談体制整備支援及び相談機能の強化支援 

〇デジタル化の進展に対応した消費生活相談の充実 

〇配慮を要する消費者及びグローバル化の進展への対応 

〇多重債務者に対する生活再生支援 

２ 消費生活の安全・安心の確保 

  消費者の安全・安心確保のための法令に 

基づく検査・指導、取引適正化のための 

法執行等、災害時等の注意喚起や情報提 

供を実施 

 

〇生命・健康等の安全・安心の確保 

〇消費者取引の適正化 

〇適正な表示の確保 

〇生活関連物資等の安定確保 

〇災害時等における消費生活の安心の確保 

３ 消費者教育の推進 

関係団体等と連携し、学校、地域、職域 

等の様々な場を活用し、ライフステージ 

に応じた消費者教育を推進 

 

〇ライフステージに応じた消費者教育の推進 

〇消費者教育の連携と人材育成 

〇地域における高齢者等の見守り活動を担う人材育成支援 

〇持続可能な社会の実現に向けた取組の推進 

４ 消費者行政を推進するための連携 

体制の強化 

基本的方向性１～３に基づく施策を推進 

するための関係機関との連携体制を強化 

 

〇各分野における施策間の連携強化 

〇関係機関との連携強化 

成果指標 現状値（R6年度） 目標値（R12年度） 

消費生活相談員の資格保有率   ８３％ ９０％以上 

消費生活相談員の研修参加率 ８０％（R5年度） １００％（毎年度） 

他部局と連携体制構築市町村数 ３８市町村 ４５市町村 

高齢者等見守りﾈｯﾄﾜｰｸ構築・参画市町村数 ３８市町村 ４５市町村 

高校生等対象の消費生活出前講座実施回数 ６３回／年 １１０回／年 

実践的な消費者教育実施高校等の数 ８２校（７４．５％） １１０校（１００％） 

講習等実施市町村数 ２７市町村（６０％） ４５市町村（１００％） 

食品ロス削減に取り組んでいる消費者の割合 ９５.８％（R7年度） 前年度比増 

 

 

第５章 計画の推進に向けて                                  

・庁内関係部局からなる消費者行政推進本部での協議・調整 

・成果指標（KPI）を踏まえた各施策の実施状況の検証 

・消費生活審議会・消費者教育推進地域協議会への報告 等 

第５次熊本県消費者施策の推進に関する基本計画の概要について 



熊本県食品ロス削減推進計画の改定について 

令和７年１２月１５日 

消費生活課  

１ 計画改定の趣旨  

○ 本県の食品ロス削減を総合的に推進し、持続可能な社会の実現を目指すため

の計画。 

○ 「食品ロス削減推進法」に基づき、国の「食品ロスの削減の推進に関する基

本的な方針」を踏まえ、令和４年（2022年）３月に策定。今回、計画期間満了

に伴い、基本方針の変更等に合わせ改定。 

〇 計画期間は、令和８年度（2026年度）～１２年度（2030年度）（５年間） 

 

２ 計画の概要  

〇目標の設定 

・「食品ロス削減に取り組んでいる消費者の割合」 

令和７年度95.8％で長期目標90％以上を達成しているため、前年度比増加

で再設定。 

・「食品ロス発生量」 

令和７年度中間目標の達成や国の削減率等を踏まえ、令和１２年度までの 

長期目標を再設定。 

  長期目標（令和１２年度）  

計画策定時(R3)              今回計画改定(R7) 

食品ロス発生量 43,136トン     食品ロス発生量 41,706トン 

 

〇３つの取組の方向性に基づき食品ロス削減推進の施策を展開 

【方向性１】消費者等の意識改革・行動変容推進 

【方向性２】発生抑制及び有効活用の取組推進 

【方向性３】県民運動の機運醸成（連携推進） 

  

〇重点施策として食品ロス削減アクション「四つ葉のクローバー運動」を推進 

①買い物時の「てまえどり」行動の推進 

②外食時の「食べきり運動」の推進 

③事業者参加の「フードドライブ」活動の推進 

④消費者の意識を活かす「食ロスチェック」の実施 

 

３ 今後のスケジュール  

令和７年１２月１５日  県議会（常任委員会）へ計画案を報告 

      １２月 中旬  パブリックコメント実施（～１月中旬頃） 

令和８年  ２月 中旬  県議会（常任委員会）へ計画改定を報告 

３月 下旬  熊本県食品ロス削減推進計画改定 

経済環境常任委員会報告資料⑤ 

   



 

 

 

第１章 食品ロス削減推進計画について                                    
 
１ 計画策定の背景 

・我が国の食品ロス発生量は年間464万トン。食料生産や輸送、廃棄に費やされた資源や労力、コ 

スト等の浪費であり、その過程で排出されたＣＯ₂により環境に負荷が生じている状況。 

・食品ロス削減は国連の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」にも位置付けられており、国は令 

和元年10月に「食品ロスの削減の推進に関する法律（以下「法」という。）」を制定、令和２年３

月に「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（以下「基本方針」という。）」を閣議決定

し、食品ロス削減を国民運動として推進。                        

＜国の目標＞ 

・食品ロス量を家庭系食品は、令和 12年度（2030年度）までに平成 12年度（2000年度）比で半減。 

事業系食品は、60％削減。 

・食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合を 80％。 

２ 計画の基本的な考え方 

 （１）趣  旨：食品ロス削減を総合的に推進し、持続可能な社会の実現を目指す。 

 （２）位置付け：国の法に基づき、基本方針を踏まえ策定（第１次）。 

今回、計画期間満了に伴い、国の基本方針の変更等に合わせ改定する。 

 （３）計画期間：令和８年度（2026年度）～令和12年度（2030年度）（5年間） 
 

第２章 熊本県における食品ロス等の現状と課題                         

１ 食品ロス削減意識調査結果等 

   令和７年度の「食品ロス削減に取り組んでいる消費者の割合」は95.8％で目標（90％）を達成

し、計画策定時（令和３年度、80.2％）より15.6ポイント増加。 

２ 熊本県の食品ロス発生状況(推計) 

令和７年度（令和５年度推計値）の食品ロス発生量は、45,017トンで令和３年度計画策定時

52,928トンより14.9％減少し、令和７年度目標49,752トンより9.5％減少。 

３ 本県の課題 

 

 

 
  
第３章 本県の目標                                      

１ 食品ロス削減に取り組んでいる消費者の割合を前年度より増加させる。（県民アンケート） 

  既に現状で長期目標90％以上を達成しているため、前年度比増加で再設定。 
 

２ 食品ロス発生量 （現状）令和７年度 45,017トン   （目標）令和12年度 41,706トン（△7.4％） 

   

令和７年度中間目標の達成や国の削減率等を踏まえ、令和12年度までの長期目標を再設定。   

                                         

                                           

 

 

 

 

 

第４章 食品ロス削減推進に関する施策の展開                               
 

【方向性１】消費者等の意識改革・行動変容推進 

１ 食品ロス削減に係る消費者教育・普及啓発・広報の実施等 

    ・主催イベント等での周知広報 

   ・消費者教育を通じた意識改革・行動変容の推進 

   ・買い物時の「てまえどり」行動の推進 

   ・「くまもと食べきり運動」の推進、九州食べきり協力店登録推進 

   ・「食べ残し持ち帰り促進ガイドライン」の普及啓発 

    ・消費・賞味期限表示に係る普及啓発 

   ・納品期限の緩和等商慣習見直しに係る普及啓発 

   ・こどもの食育活動や栄養相談等の取組推進 

   ・「熊本県民食生活指針」を活用した食育の推進 

   ・学校の教科等を通じた教育活動の実施 

   ・食品ロス削減月間に係る広報啓発等の実施 

 
【方向性２】発生抑制及び有効活用の取組推進 

１ 事業者等と連携した食品ロス発生抑制等に関する施策の推進 

   ・買い物時の「てまえどり」行動の推進（再掲） 

   ・「くまもと食べきり運動」の推進、九州食べきり協力店登録推進（再掲） 

   ・消費・賞味期限表示に係る普及啓発（再掲） 

   ・納品期限の緩和等商慣習見直しに係る普及啓発（再掲）                   

   ・学校教育における食育推進の実施、学校給食の残食率の把握 

   ・「食品期限表示の設定のためのガイドライン」の普及啓発 

２ 未利用食品の有効活用の推進            

    ・ホームページ等を活用した食品を必要とする支援団体の情報提供 

   ・「フードドライブ」活動推進  

   ・災害用備蓄食料の有効活用 

   ・食材の寄付に係る企業等と子ども食堂とのマッチング支援 

   ・「食品寄附ガイドライン」の普及啓発 
 
【方向性３】県民運動の機運醸成（連携推進） 

１ 県計画に基づく各主体の連携した取組の推進 

    ・「食ロスチェック」の実施 

   ・市町村の取組推進、計画に係る事業の進捗管理の実施 

  ２ 食品ロス削減に向けた情報の収集・共有 

    ・国の動きや、先進的な取組等の情報収集、共有 

 

 

 

 

第５章 計画の推進に向けて                                      

１ 推進に向けた連携・協力 

  「熊本県食品ロス削減推進会議」において協議、調整を図り、各種団体で構成される「ゼロカーボ

ン社会・くまもと県民会議」等と連携して、県民一体となって食品ロス削減に取り組む。 

２ 計画の進行管理 

  庁内関係部局で毎年関連事業の進捗状況を確認するとともに熊本県消費生活審議会へ報告。 

熊本県食品ロス削減推進計画（第２次）の概要について 

・消費者の食品ロス削減に関する意識改革・行動変容 

・事業者の納品期限の緩和等商慣習見直しに係る普及啓発 

・県民や事業者が所有する余剰食品を必要とする支援団体に届け、食品の 

 有効活用ができる仕組みの充実 

 

 

 

 

・意識浸透が必要 

・行動の実践が必要 

・県民総参加の取組が必要 

食品ﾛｽ削減ｱｸｼｮﾝ 
食品ﾛｽ削減ｱｸｼｮﾝ 

食品ﾛｽ削減ｱｸｼｮﾝ 

食品ﾛｽ削減ｱｸｼｮﾝ 

  
①「てまえどり」推進 ②「食べきり運動」推進 ③「ﾌｰﾄﾞﾄﾞﾗｲﾌﾞ」活動推進 ④「食ﾛｽチェック」実施 

４つの行動を 食品ロス削減アクション『四つ葉のクローバー運動』 として重点的に推進します 

※下線は新規の取組 

家庭系

28,825 

家庭系

26,356 

〔継続〕

事業系

16,192 事業系

15,350 

0

10,000

20,000

30,000
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50,000

令和７年度（令和５年度推計値） 令和12年度

食品ロス発生量と目標

目標

単位：トン

全体 45,017
全体 41,706事業系

△5.2％

🈟家庭系

△8.6％

 

計画策定時（R3年度） 

食品ロス発生量 43,136トン 
 

 

今回計画改定（R7年度） 

食品ロス発生量 41,706トン 

長期目標（R12年度） 

県民一人１日当たり 72 g/(人・日) 県民一人１日当たり 67 g/(人・日) (△５ｇ削減) 



第６次熊本県男女共同参画計画（案）について
第１章 第６次計画策定の趣旨

令和７年度末の第５次計画の終了に伴い、これまでの成果と課題、新たな動き等を踏まえ、更なる男
女共同参画社会づくりを推進するため、第６次計画を策定する。

第２章 第５次計画の成果と課題

県民の男女共同参画意識は着実に向上している一方、女性の社会参画が一般化し、男女共同参画
に対する意識が高まるにつれて、社会通念・慣習・しきたりの変革の遅れが顕在化。性別にかかわらず
個性や能力を発揮できる社会の実現が課題。

第３章 男女共同参画社会実現に向けた新たな動き

【第５次計画策定後の国の動き】
・女性活躍推進法の改正・延長及び関連する法律・制度の整備の促進
・育児・介護休業法の改正施行、困難女性支援法の施行
【第５次計画策定後の県の動き】
・「くまもと新時代共創基本方針」及び「くまもと新時代共創総合戦略」の策定
・「熊本県困難な問題を抱える女性への支援に関する基本計画」の策定
・「こどもまんなか熊本・実現計画」の策定

第４章 第６次計画の基本的な考え方

【位置付け】
・男女共同参画社会基本法第14条及び熊本県男女共同参画推進条例第15条に基づき、国の第６次
男女共同参画基本計画を踏まえて策定するもの。
・女性活躍推進法第６条に基づく都道府県推進計画を統合し、本計画を同法に基づく推進計画として
も位置付ける。

【計画期間】 令和８年４月から令和13年３月まで（５年間）
【基本目標（キャッチフレーズ）】 「そういうもんだ」はもう終わり。楽しく自分スタイルで輝ける熊本へ

第５章 基本方針と施策の方向

＜施策の方向＞
（１）ライフステージに応じて全ての人が希望する働き方を選択できる社会の実現
（２）あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大 
（３）女性の所得向上と経済的自立の実現
（４）農林畜水産業における男女共同参画の推進 
（５）生涯を通じた健康への支援
（６）ジェンダーに基づくあらゆる暴力を容認しない社会基盤の形成と被害者支援
の充実 

（７）男女共同参画の視点に立った貧困等生活上の困難に対する支援と多様性を
尊重する環境の整備

（８）防災・復興における男女共同参画の推進

【基本方針１】
多様な幸せ
（well-being）の

実現に向けた価
値観の醸成

＜施策の方向＞
（１）地域における男女共同参画の状況に応じた取組の推進
（２）男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備 
（３）教育・メディア等を通じた意識改革、理解の促進

【基本方針２】

自分らしく生きら
れる社会環境の
整備・充実

＜施策の方向＞
（１）県・市町村の推進体制の強化、国との連携 
（２）企業や各種団体等との連携

【基本方針３】
計画推進の
ための体制の
整備・強化

第６章 計画に掲げる指標（成果目標及び参考指標）※一部抜粋

【基本目標】
抽象的・理念的な表現から親しみやすさを重視した「キャッチフレーズ」に方針転換
（第５次）「男女が互いを尊重し支えあう、多様性に富んだ持続可能な社会の実現」

（第６次案）『「そういうもんだ」はもう終わり。楽しく自分スタイルで輝ける熊本へ』

【構成】
従来どおり基本方針、施策の方向、主要施策の３段階構成

【基本方針】
国及び市町村との連動を図りやすくするため、国の第６次基本計画（素案）に準じ、
従来の「４本柱」から「３本柱」に再編
（基本方針１） 多様な幸せ（well-being）の実現に向けた価値観の醸成
（基本方針２） 自分らしく生きられる社会環境の整備・充実
（基本方針３） 計画推進のための体制の整備・強化

【施策の方向】
・「女性に対するあらゆる暴力の根絶」から対象を拡大し、「ジェンダーに基づく暴力を
容認しない社会基盤の形成と被害者支援の充実」に変更
・県の基幹産業である農林畜水産業分野は、国計画での扱いは地域施策の一部であるが、
本県では「農林畜水産業における男女共同参画の推進」として独立して継続

【主要施策】
・企業における従業員の健康への配慮及び生涯にわたる健康支援の重要性が高まって
いることを踏まえ、「仕事と健康の両立への支援」を新設
・「こども・若者に対する性犯罪・性暴力への対策の推進」及び「インターネットを利用した
性暴力等への対応」を新設

  ・若者・女性の地方流出の背景にあるとされる根強い固定的性別役割分担意識の解消に
向けて、「若者・女性にも選ばれる地域づくりのための男女共同参画の推進」を新設

第５次計画からの主な変更点

現況
（R7.10月時点）

R12年度目標 指標設定の意図

８４．０％ ８５．０％ 第５次計画目標80%を達成したため

７０．１％ ８０％
男女の均衡のとれた審議会を増や
すため、指標の取り方を変更

７６．９％
（全国：７５．８％）

８０％
管理職比率、勤続年数、採用区分
等の男女格差是正を総合的に図る
ため

―
県内女性の起業意識の醸成を測る
ための参考として

２，６１４団体 ３，０００団体
従業者の健康の維持・増進の重要
度が増しているため

男性　０．９６％
女性　１．０９％

男性　０．８％
女性　０．８％

若年層の都市部への転出超過と
固定的性別役割分担意識に相関
があるとされるため

熊本県における10～20代の人口に対する転出超過数
の割合

成果目標【参考指標】

固定的性別役割分担意識に同感しない県民の割合

県の審議会等における女性委員の登用率４０～６０％
を満たす審議会の割合

県内企業における所定内賃金の男女格差指数

【参考指標】女性の起業支援事業を通じて起業した女
性の人数

健康づくりに取り組む企業・団体数（「くまもとスマート
ライフプロジェクト応援団」登録数）

新

新

新

変

2
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「第２期熊本県スポーツツーリズム推進戦略」の策定について 

令和 7年（2025年）12月 15日 
 観光文化部スポーツ交流企画課 

１ 計画策定の背景・趣旨                                 

○ 2019 年に開催された 2 つの大規模国際スポーツ大会のレガシーを引き継ぐととも

に、災害や感染症の影響から低迷した県経済の活性化を目的に、令和 3年（2021年）

に第 1期の「熊本県スポーツツーリズム推進戦略」（計画期間 2021年度から 2023年

度）を策定。 

○ 第 2期戦略については、第 1期戦略の成果やスポーツツーリズムを取り巻く現状・

課題を踏まえ策定。 

２ 計画の概要                                 

（１）ビジョン 『スポーツの力で地域を豊かに』 

 

 

 

 

（２）計画期間 令和 7年度（2025年度）～令和 9年度（2027年度） 

（３）基本戦略 

戦略１ 観光の柱ともなるスポーツの産業化やスポーツを通じた地域活性化 

施策１ アーバンスポーツの聖地化と大会の招致・合宿の誘致 

施策２ 国際スポーツ交流推進、大会・イベントの招致と合宿の誘致 

施策３ プロスポーツの振興 

施策４ スポーツと産業を組み合わせた多様なツーリズムの展開 

戦略２ 県民の健康と地域経済を豊かにするコンテンツ開発 

施策１ スポーツコンテンツの開発 

施策２ 誰もが参加できるスポーツの開催支援 

戦略３ 観光誘客・地域活性化に繋がる推進基盤の充実 

施策１ スポーツコミッション機能の拡充 

施策２ 人材育成 

施策３ デジタル技術を活用したプロモーション強化・コンテンツの魅力化 

施策４ 地域活性化を実現する県有スポーツ施設の再生・整備 

施策５ 持続可能なスポーツツーリズム推進や基盤整備のための財源の確保 

 

経済環境常任委員会報告資料⑦ 

これまでの成果を積極的に活用しつつ、熊本の強み・優位性とスポーツを組み 

合わせたスポーツツーリズムを展開することにより、持続可能な交流人口拡大や

県民の健康と地域を豊かにする本県スポーツの産業化を目指す。 



 《県政パブリック・コメントの結果について》 

  意見募集期間：10月 17日～11月 17日 

  意見の件数：9件（3者） 

  意見の取扱い：戦略へ反映する 1件、施策推進の参考とする 8件 

 

 

 

 

 

 

３ スケジュール                                 

～9月 庁内調整 

10月 2日 経済環境常任委員会報告（概要素案） 

10月 17日～11月 17日 県政パブリック・コメント 

12月 15日 経済環境常任委員会報告（最終案） 

12月（予定） 策定・公表 

 

 

◎提出があった主な意見 

・スポーツツーリズム施策に係る人材育成に関すること 

・スポーツコミッションの体制に関すること 

・アーバンスポーツの推進に関すること           等 



第2期 熊本県スポーツツーリズム推進戦略「くまもっと旅×スポーツ推進戦略（案）」 （2025-2027） 概要 （案）

熊本の雄大な自然、心身を癒す温泉や食、各地で実施されている様々なスポーツコンテンツを組み合わせた、観光色の強いスポーツツーリズム
「くまもっと旅×スポーツ」 の更なる展開を図る。

くまもっと旅×スポーツ

Ⅰ．戦略の位置づけ

〇 本戦略の策定にあたっては、「くまもと新時代共創基本方針及び総合戦略（2024-2027）」、「ようこそくまも
と観光立県推進計画（2024-2027）」を踏まえるとともに、「第3期熊本県スポーツ推進計画（2024-2028）」とも
連携を図りながら推進する。

Ⅴ．基本戦略

【戦略２】県民の健康と地域経済を豊かにするコンテンツ開発

【戦略３】観光誘客・地域活性化に繋がる推進基盤の充実

１ スポーツコミッション機能の拡充
・市町村窓口（所管課）の明確化とコミッション設立支援
・市町村や競技団体との共創によるコミッションの推進体制の強化
・国内外の民間企業との共創による大会・イベント等の創造・誘致

２ 人材育成
・推進役となる官民の人材・企業の発掘・育成

３ デジタル技術を活用したプロモーション強化・コンテンツの魅力化
・県及び市町村の大会・イベント情報の共有
・SNSを活用したプロモーション活動の展開・コンテンツの魅力化

４ 地域活性化を実現する県有スポーツ施設の再生・整備
・社会ニーズに合わせた老朽化県有スポーツ施設の再生

５ 持続可能なスポーツツーリズム推進や基盤整備のための財源の確保
・スポーツに関心の高い民間企業や県民からの財源の確保

Ⅵ．目標設定

【戦略１】
・プロスポーツチームの観客動
員数

ロアッソ熊本
現状 6,177人／試合
目標 8,000人／試合
熊本ヴォルターズ
現状 3,392人／試合
目標 3,500人／試合
火の国ｻﾗﾏﾝﾀﾞｰｽﾞ
現状 392人／試合
目標 600人／試合

・国際スポーツ大会による誘客
現状 59,000人／年

    目標100.000人／年
・大会招致

現状 44件／年
目標 66件／年

・合宿誘致
現状 42件／年
目標 63件／年

・アーバンスポーツ大会による
誘客

現状 5,400人／件
目標 10,000人／件

【戦略２】
・温泉と組み合わせたｽﾎﾟｰﾂｺ
ﾝﾃﾝﾂ開発

現状 2件
         目標 10件
・ｳｪﾙﾈｽ商品販売

現状 12件／年
目標 100件／年

・ﾍﾙｽｹｱﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発
現状 0件／年

          目標 10件／年

【戦略３】
・大会招致 （再掲）

現状 44件／年
目標 66件／年

・合宿誘致（再掲）
現状 42件／年
目標 63件／年

・Webサイトアクセス数
現状 245,794回（累計）

               ※R7.8月現在

目標 300,000回（累計）
・スポーツ施設整備方針

現状 未策定（R6）
目標 ４施設の整備の

方向性に基づく施
設の再生

くまもと新時代共創基本方針及び総合戦略【施策】
4 スポーツ、観光、文化芸術の振興
①スポーツ政策の推進
スポーツが交流人口の拡大と地域の活性化に与える
影響にも着目し、スポーツ政策を戦略的に推進

ようこそくまもと観光立県推進計画
【戦略Ⅰ】
６ スポーツを通じた地域活性化と交流人口拡大を図るス
ポーツツーリズムの推進

（関連計画）
第3期熊本県スポーツ推進計画

【戦略１】観光の柱ともなるスポーツの産業化やスポーツを通じた地域活性化

１ アーバンスポーツの聖地化と大会の招致・合宿の誘致
・聖地化に向けた推進体制の整備
・くまモンカップの開催等による交流人口拡大・機運醸成の推進
・アーバンスポーツの県内競技人口の拡大
・国際・国内大会の招致及び代表チーム合宿の誘致

２ 国際スポーツ交流推進、大会・イベントの招致と合宿の誘致
・競技団体や市町村と連携した多様なスポーツ大会・イベントの招致、合宿の誘致
・多様なスポーツにおける国際交流の推進

３ プロスポーツの振興
・県内スポーツチームと連携した地域活力の向上
・観戦者等に対する県内各地への観光誘導

４ スポーツと産業を組み合わせた多様なツーリズムの展開
・スポーツ✕エンタメ ・スポーツ✕グルメ

アーバンスポーツ等のスポーツイベントの観光資源化や、国際スポーツ大会やイベント
の招致・合宿の誘致、プロスポーツの振興に取り組むとともに、県内有数の観光資源と
組み合わせた誘客に取り組み、スポーツの産業化やスポーツを通じた地域活性化に
繋げていく。

スポーツコミッションのプラットフォーム機能強化や市町村コミッションの連携強化等に
よるスポーツコミッションの機能の拡充を行うとともに、くまもと新時代を創造する県有
スポーツ施設の整備に取り組む。

Ⅱ．ビジョン スポーツの力で地域を豊かに
スポーツツーリズムの推進基盤やマネジメント体制を強化し、国際大会をはじめとする大会の招致や合宿

の誘致、プロスポーツの振興に加えて、熊本の強み・優位性とスポーツを組み合わせたスポーツツーリズム

を展開することにより、持続可能な交流人口の拡大や県民の健康と地域を豊かにする本県スポーツの産

業化を目指します。

【計画期間】令和７年度（２０２５年度）～令和９年度（２０２７年度）の３年間

Ⅲ．現状と課題

《第1期戦略（2021年度～2023年度）の成果》
■くまもっと×スポーツコンテンツの開発
スポーツと観光資源を組み合わせたコンテンツ開発・磨き上げ
■スポーツと観光地を繋ぐ「くまもっと旅スポブランド」の創造
スポーツと観光地のネットワーク化や旅行商品開発
■集客力があり、参加できる大会の招致
国際スポーツ大会やプロスポーツによる誘客、アーバンスポーツ
振興
■くまもっと旅×スポーツツーリズムを推進する体制の整備
コミッション設立、人材育成、プラットフォーム整備

《外部環境の変化》
■社会経済の動向（人口減少・少子高齢化、健康志向・フィットネ
ス産業の成長、「みる」スポーツに対する関心の高まり、国際交流
の進展）
■スポーツ界の動向（各競技のプロ化、国際スポーツ大会の大規
模化、スポーツ施設に求められる基準や役割の変化、アーバン
スポーツ等の興隆、一般参加型スポーツイベントの拡大、スポー
ツツーリズムの地域間競争激化）

《推進基盤の脆弱性》
■窓口機能、推進組織の強化や財源確保の必要性
■スポーツ施設の老朽化や「みる」スポーツに求められる施設・設
備等の不足

スポーツコンテンツのブラッシュアップ、商品化に加え、観光誘客はもとより県民も楽し
める（参画できる）熊本ならではの健康増進コンテンツの開発を進める。

１ スポーツコンテンツの開発
・温泉を活用したスポーツコンテンツの開発
・豊かな自然や食を活用したウェルネスコンテンツの開発や磨き上げ
・ヘルスケアプログラムの開発＜くまもと観光×フィットネス＞

２ 誰もが参加できるスポーツの開催支援
・健康志向により人気が高く、誰もが参加できるマラソン等の推進
・県内各地の周遊を促進するサイクルツーリズムの推進
・子どもから大人まで楽しむことができるスポーツの普及促進

《市町村のニーズや課題》：市町村への意向調査結果
■県内各スポーツ施設を活かした誘致競技の整理・情報発信
■市町村を跨いだ大規模大会の開催の枠組みや仕組みづくり
■大会・合宿を受入れ可能な宿泊施設の確保や広域的な情報共
有の仕組み
■大会・合宿等の受入実績のない市町村へのきっかけづくり

Ⅳ．目指すべき方向性

（１）アーバンスポーツ等、全国
に先駆けた新たなスポーツ
ツーリズム市場の開拓

（２）地域経済を支えるプロス
ポーツチームの誘客力強化

（３）本県の観光資源と組み合
わせたマラソンやサイクリン
グ、ウェルネスコンテンツの
開発など、県民の健康づくり
や地域経済の活性化にも繋
がる熊本ならではのスポー
ツツーリズムのさらなる充実

（４）市町村や競技団体、民間企
業との連携によるコミッション
機能の拡充及び県コミッショ
ンのプラットフォーム機能強
化

（５）老朽化した県有スポーツ施
設の創造的再生
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